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グラフで見る東海経済（2020年12月）

東海経済見通し

2020年12月25日

調査部 主任研究員 塚田 裕昭
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今月の景気判断 ～新型コロナウイルス感染症の影響で厳しい状況にあるが、持ち直している

現状

新型コロナウイルス感染症の影響で厳しい
状況にあるが、持ち直している

 生産  持ち直している

 輸出  持ち直している

 設備投資  弱含んでいる　

 雇用  弱い動きとなっている

 賃金  減少している

 個人消費  持ち直している

 住宅投資  弱含んでいる　

 公共投資  横ばい圏で推移している

項目

 景気全般

【今月のポイント】

◼ 新型コロナウイルス感染症の影響で、足下の指
標は総じて厳しい水準にあるが、持ち直している。

◼ 生産は輸送機械の持ち直しもあって、鉱工業全
体でも持ち直している。先行きについては輸送
機械の生産水準の低下により足踏み状態となる
可能性がある。

◼ 名目輸出（11月）は前年比で3ヶ月連続で増加。

◼ 賃金は、4月以降（6月を除いて）前年比で減少し
ている。

◼ 個人消費の基調は持ち直している。10月は前年
同月が消費税率引き上げ直後で低水準であっ
たこともあって高めの伸びとなった。
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生産

10月の鉱工業生産（東海）は前月比＋7.0％と5ヶ月連続で増加した。

ウェイトの5割を占める輸送機械のほか、電気機械、汎用・生産用・業務用機械など主要業種が増加した。
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生産 （トヨタ生産計画、金属工作機械）

10月のトヨタ生産台数（弊社季節調整値）は30万台と前月から増加した。先行きは10月をピークに生産水
準を低下させる見込み。

10月の金属工作機械受注は、前年比－7.5％と減少幅が拡大した。国内向けが同－11.7％と減少が続き、
海外向けも同－5.3％と減少に転じた。アジア（含む中国）向けは増加したが、北米向けが減少した。
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輸出

11月の名目輸出額は前年比＋1.1％と3ヶ月連続で増加した。アジア向けが減少に転じたが、北米向け
が2ヶ月連続で増加した。業種別では、自動車（同＋4.2％）が3ヶ月連続で増加した。

10月の実質輸出指数（季節調整値）は前月比＋11.3％と5ヶ月連続で増加、コロナ感染拡大前の水準ま
で戻した。
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企業景況感（日銀短観）

日銀短観12月調査の業況判断DIは全産業で－18ptと改善した。製造業は－16pt、非製造業が－19pt

と改善した。先行きは、製造業、非製造業ともに小幅悪化が見込まれている。
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設備投資

日銀短観12月調査によると、20年度の設備投資計画は、非製造業が前年比＋2.8％と下方修正ながら
増加を見込む一方、製造業は同－4.0％と下方修正かつ減少を見込む。不動産、小売が大幅増、非鉄
金属、その他輸送用機械が大幅減の計画。全産業では同－2.2％と9月調査から下方修正となった。
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個人消費（小売売上、自動車販売）

10月の小売販売額は前年比＋8.7％と増加に転じた。前年同月が消費税率引き上げ直後で低水準で
あったこともあって高めの伸びとなった。

11月の新車販売は前年比＋5.4％と2ヶ月連続で増加した。10月は前年が消費税率引き上げ直後で低
水準であったことの反動により大幅増であったため、10月に比べ伸び率は縮小した。
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個人消費（業態別）

10月は、前年が消費税率引き上げ直後で低水準であったこともあり、全業態で前年比プラスとなった。

11月の百貨店販売（名古屋）は前年比－11.1％と減少に転じた。前月の消費増税の反動要因がはく落
したこと、コロナ感染再拡大などが影響した。
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マインド・景況感

11月の消費者態度指数は31.6（前月差－1.7％pt）と3ヶ月ぶりに低下した。

11月の景気ウォッチャー調査（現状判断DI）は、新型コロナウイルス第3波の拡大が影響し、46.6（前月
差－7.5％pt）と7ヶ月ぶりに低下した。
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賃金・雇用

9月の名目賃金指数は、前年比－0.5 ％と3ヶ月連続で減少。愛知は増加したが、岐阜、三重が減少し
た。10月の求人倍率は1.06と前月とほぼ同水準。20年第3四半期の失業率は2.7％と3四半期連続で上
昇。就業者数はほぼ横ばいとなった。
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住宅投資

住宅着工は均してみると弱含み。10月は季調 年率で7.8万戸3ヶ月ぶりに増加した。原数値では前年比
－6.8％と減少した。持家、貸家、分譲、いずれも減少が続く。
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倒産 公共投資

公共投資は横ばい圏で推移している。11月の倒産件数は前年比で3ヶ月連続で減少。
件数の水準は、例年並みで推移している。
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東海経済見通し（１）

⚫20年度は－6.1％と大幅マイナスとなり、全国より落ち幅は大。個人消費、設備投資といった主要項目の
減少幅が全国を上回る。

⚫21年度は「ウィズコロナ」の緩やかな回復が続き、＋3.2％とプラス成長に転じる。

　　　東海の実質ＧＲＰ（需要項目別）推移 （年度、％）

17 18 19 20予 21予

 ＧＲＰ 東海 2.7 0.6 -0.2 -6.1 3.2
全国 1.8 0.3 -0.3 -5.5 2.6

 個人消費 東海 1.1 0.1 -0.2 -7.6 3.2

全国 1.0 0.2 -0.9 -6.3 2.6

 住宅投資 東海 -3.1 2.8 -0.1 -9.3 0.6

全国 -1.8 -4.9 2.5 -7.4 2.9

 設備投資 東海 6.0 0.8 -1.1 -11.2 3.1

全国 0.3 1.1 2.0 -9.6 -0.1

 政府消費 東海 1.0 0.8 1.8 2.2 1.5

全国 0.3 1.1 2.0 2.7 1.0

 公共投資 東海 4.3 -2.1 3.2 2.8 2.3

全国 0.6 0.8 1.5 3.4 1.0

（注）17年は実績（内閣府）、18、19年は実績推計、20、21年は予測（当社）
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東海経済見通し（２）

⚫日銀短観の20年度設備投資計画は、製造業の落ち込みにより全体でも前年比マイナス。

⚫輸出、生産とも20年度は大幅減。21年度は前年比2桁増だが、年度平均では19年度水準を若干下回る。

設備投資　実績・計画 （年度、前年比、％）

19実績 20計画

 全産業 東海 2.0 -2.2

全国 1.6 -3.0

 製造業 東海 2.9 -4.0

全国 1.7 -2.6

 非製造業 東海 -0.3 2.8

全国 1.5 -3.4

（出所）日銀短観20年12月調査

（年度、前年比、％）

18 19 20予 21予

 輸出 4.6 -2.6 -15.7 16.2

 鉱工業生産 -0.3 -3.9 -9.9 10.0

（全国） 0.3 -3.8 -9.6 9.1

　　　　　　　　        輸出と生産

（出所）日銀、経済産業省
（注）輸出は実質輸出（財のみ）、予測はいずれも当社
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